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Ⅰ 基本方針策定に当たって 

１ 趣 旨 

小学校児童のよりよい教育環境の整備と教育の質の一層の充実を目的とした、 

  小学校の適正規模及び適正配置を推進するため、基本方針を策定する。 

２ 背 景 

本町の児童数は、平成３年度から現時点の31年間で、三分の一以下まで減少し 

ている。令和８年度までの推計では児童数がさらに減少し、今後、現在の学校数 

を維持した場合、さらに小規模化の進行が予想される。 

小学校の小規模化は、児童の社会性の育成、多様な学習活動や集団活動の展開、 

さらには学校運営などにおいて、様々な問題を生じさせる危惧がある。 

こうした現状を受け、山ノ内町教育委員会（以下、町教委）では平成26年３月 

に「山ノ内町立小学校適正規模適正配置等審議会」を設置し、平成27年３月に答 

申を受けたところである。この答申では、適正規模及び適正配置への基本的な考 

え方や推進方法等、貴重な提言がなされた。 

令和８年度までの小学校規模の状況は、３校（東小、南小、西小）すべてで単 

級が続き、児童数は令和３年度の406人から341人に減少する。また、現在は10人 

未満の学級はないが、令和８年度の新入学児童数見込みは、東小20人、南小16人、 

西小7人の合計43人で、西小の１学級が10人未満となる見通しである。 

町教委では、現状と今後の見通しを踏まえた上で、将来を見据え、答申を尊重 

  しつつ、よりよい教育環境の整備と教育の質の一層の充実を図る視点に立ち、児 

童や保護者をはじめ地域住民の十分な理解と協議を行いながら、円滑な推進を図 

ることとした。 

 

Ⅱ 適正規模と適正配置の基本的な考え方 

１ 適正規模の基本的な考え方と基準 

山ノ内町教育振興基本計画では、「未来につなげる文化と人づくり」を基本目 

標として、町の将来を担う子どもたちの健やかで人間性豊かな人材の育成を推進 

するとともに、グローバル化、多様化する社会の潮流に対応する幅広い知識・情 

報・技術や柔軟な思考力を有した、持続可能なまちづくりの担い手となる人材の 

育成を目指しています。 

そのために、快適な集団生活のなかで児童が自ら学び、対応できる生きる力を 

育成するとともに家庭や地域と連携し、個性を生かす教育を推進していかなけれ 

ばなりません。 

また、答申内容と児童にとってよりよい教育環境の整備を踏まえながら、適正 

規模の基本的な考え方を次に示す。 

(１) 適正規模の基本的な考え方 

① 多様な人間関係のなかで、集団のルールを学び、社会性を高めるとともに、 

個性や能力の伸長が期待できる学校規模であること。 

② 学級の編成替えにより、人間関係の固定化を防ぐことができるとともに、児 

童の活力の増進と学校の活性化が期待できる学校規模であること。 
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③ 総合的な学習の時間の充実、教科担任制、少人数学習集団編成等が展開でき 

る学校規模であること。 

④ 一定の教員数の確保により、児童と向き合える時間が増え、学校の運営組織 

の効果的な編成が期待できる学校規模であること。 

⑤ 一定の児童数の維持により、クラブ活動等の活性化が期待できる学校規模で 

あること。 

(２) 山ノ内町における小学校の適正規模の基準 

基本的な考え方と答申を踏まえ、次のとおりとする。 

① 多くの友との出会いの中で豊かに学びあう環境をつくるため、１学級当たり 

の児童数は、20～30人規模とする。 

② 編制替えにより友人関係を広げ、互いに高め合う学習集団を育てるため、１ 

学年当たりの学級数は２学級以上とする。 

  ③ 学級編制は国・県の基準による。 

２ 適正配置の基本的な考え方 

上記の適正規模を実現するため、通学距離や通学の安全等を考慮しながら、３ 

校を１校に統合することを基本的な考え方とする。 

 

Ⅲ 適正規模及び適正配置に伴う教育環境の整備 

児童にとってよりよい教育環境を整えるという考え方の下、次の条件整備を行う。 

１ 通学路の安全確保 

（１）統合後の安全な通学については、通学路を検討し設定する。 

（２）新たな通学路を検討する際、登下校の安全性が高いスクールバスの使用も検 

討する。 

２ 学校の施設設備の整備 

様々な状況に対応できるように、施設設備面の改善や教材教具の充実を図る。 

３ 教職員等の配置 

心の支援をはじめ、特別支援を要する児童に対しては、今までと同様、町でも 

予算措置をし、一層の充実を図る。 

 

Ⅳ 学校統合による跡地・施設利用の基本的な考え方 

地元の要望等も踏まえて、全町的な行政施策との調整を図りながら検討する。 

 

Ⅴ 適正規模及び適正配置の今後の具体的な取組 

（１）３小学校（東小、南小、西小）の統合位置は山ノ内中学校敷地とし、統合小

学校整備計画の策定及び開校年度の決定をする。 

（２）小中連携教育を更に推進することとし、山ノ内町の魅力・特色を生かした教

育のあり方を検討する。 

（３）（仮称）統合準備委員会を設置し、課題の検討・整理を行うとともに円滑な

統合に向けた準備を進める。 
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Ⅵ 適正規模及び適正配置に向けたスケジュール 

本町の児童のよりよい教育環境を整備するために、計画的に学校の適正規模及び 

適正配置を進める必要がある。そのために、スケジュールを別紙のように設定し取 

り組みを進める。 

 

Ⅶ 結びに 

今回、町教委として、山ノ内町立小学校を取り巻く現状及び将来的な見通しを踏 

まえ、「山ノ内町立小学校適正規模及び適正配置に係る基本方針」を示した。 

本方針の推進に当たっては、保護者の方々や地域の方々にその意義を十分にご理 

解いただくことが不可欠である。私たちは、児童にとってどのような教育環境を提 

供すべきなのか、また、どのような支援を行うべきなのか、しっかりと見定めるこ 

とが大切である。 

 関係者の皆様には、未来ある子どもたちにとってよりよい教育環境が整備される

ことで、心身ともに健やかな児童の育成が図られるよう、本基本方針を細部にわた

り協議いただくとともに、今後とも積極的な支援をお願いするものである。 
 

（参考）≪今後の児童数の見込み≫ 
① 合計児童数（５年後対比） 

 令和３年度 令和８年度 
比 較 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 

東小学校 
 １９０ １６５ 

▲２５ 
35 33 30 30 29 33 20 25 29 27 29 35 

南小学校 
８４ ７６ 

▲８ 
10 14 15 14 15 16 16 12 11 15 12 10 

西小学校 
１３２ １００ 

▲３２ 
27 24 19 18 26 18 7 18 19 13 16 27 

合  計 
４０６ ３４１  

▲６５ 
72 71 64 62 70 67 43 55 59 55 57 72 

 

② 入学児童数（５年後対比） 

 令和３年度 令和８年度 比 較 R4 R5 R6 R7 R9 

東小学校 ３５ ２０ ▲１５ ２９ ２７ ２９ ２５ ２１ 

南小学校 １０ １６ ６ １２ １５ １１ １２ １４ 

西小学校 ２７ ７ ▲２０ １６ １３ １９ １８ １６ 

合  計 ７２ ４３ ▲２９ ５７ ５５ ５９ ５５ ５１ 

 

③ 合計児童数見込 

 
R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ 

増  減 

(R9－R2) 

東小学校 １９６ １９０ １８６ １８４ １８３ １７８ １６５ １５１ ▲４５ 

南小学校 ８８ ８４ ８０  ８０ ７７  ７４  ７６ ８０ ▲８ 

西小学校 １３７ １３２ １３０ １１７ １１８ １１７ １００ ８９ ▲４８ 

合  計 ４２１ ４０６ ３９６ ３８１ ３７８ ３６９ ３４１ ３２０ ▲１０１ 

割  合 100.0 96.4 94.1 90.5 89.8 87.6 81.0 76.0  
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（別紙） 

 

小学校適正規模及び適正配置スケジュール（予定） 

年 度 時 期 項        目 

平成26年度 ５月30日 山ノ内町立小学校適正規模適正配置等審議会への諮問 

 ３月６日 山ノ内町立小学校適正規模適正配置等審議会から答申 

 ３月～ 教育委員会定例会で答申内容について協議 

平成27年度 ４月～ 答申を受けて、町教委の適正規模等の方針(案)検討 

 ８月３日 町総合教育会議で３点の方針を決定 

 ① 平成28年度をもって北小学校を閉校し、児童は西小学校へ通学する 

 ② 
一校統合は北小学校児童が小学校在学での２回の統合回避のため

平成34年度を目標とする 

 ③ 
小中連携教育が実施しやすいように、現中学校敷地内に小学校校舎

を増築する 

 ８～９月 総合教育会議方針(案)を地区懇談会で町民へ説明（５会場） 

 ９月 保育園保護者懇談会で説明（５会場） 

 11～12月 教育懇談会で説明（13会場） 

 ３月 小学校設置条例の一部を改正する条例の議決 

平成28年度 ６～12月 統合小学校建設に係る基礎調査実施 

平成29年度 ５～８月 教育委員会定例会で基礎調査結果を踏まえた今後の統合方針を協議 

 ８月29日 町総合教育会議で４点の方針を決定 

 ① 将来一校統合という方向は変えない 

 ② 
平成34年度中学校敷地内に小学校校舎を増築して統合することは

断念する 

 ③ 
当面、現３校体制を続け、出生数が50～60人程度が継続する見込み

となった時には、改めて一校統合を進めていく 

 ④ 教育振興基本計画で山ノ内町の教育のビジョン、理念を示していく 

令和２年度 ８月７日 
町総合教育会議で「出生数から考察する教育環境のあり方」 

について協議 

 
９月11日 

～３月 

教育委員会定例会で「小学校適正規模及び適正配置に係る

基本方針(案)」策定に向けて協議 

 ３月17日 町総合教育会議で基本方針（案）を説明、協議、承認 

 ３月19日 基本方針（案）を議会全員協議会で説明 

令和３年度 ４～３月 

地区懇談会・保護者懇談会・教育懇談会で説明、パブリ 

ックコメント実施 

これらを踏まえ基本方針修正案を策定 

総合教育会議で基本方針修正案を協議、決定 

議会説明 
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令和４年度 

以   降 
 

統合小学校整備計画を策定 

 

（仮称）統合準備委員会（専門部会を含む）を 

設置し、統合小学校の課題検討・整理を行う 

 

統合小学校整備実施設計、新築工事 

 

各種合同学習・交流事業、記念行事・式典準備、 

議会承認 

 

三小学校閉校記念式典 

 

三小学校閉校 

 

統合小学校開校 
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